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むすびに一ー「輿論」と「合意」を形成し得る議会になれるのか
はじめに
議会の現状とあり方についての不断の論議が続いている。なかでも，議会に
民意を反映させたとしても，それが国政への反映には必ずしも繋がらないので
はないかとする主張は，日本においてすでにかなり広範囲な「市民権」を得，
選挙制度の改正などを経て，現実の動きともなっている。しかし，「国政に反
映すべき国民意思をどのようなものと考えるのかいがあらためて問われなけ
ればならないだろう。「公共的な討議空間」2)を確保し，単純化しえない「多角
形の」3)国民の政治的意思を反映，集約しうるシステムとしての議会に代わり
1) 本秀紀「『政治主導』と『憲法』 ー一 『国会中心』構想の可能性」憲法理論研究
会編「政治変動と憲法理論』 (2011年，敬文堂） 47頁， 49頁。
2) 石川健治「持続する危機 議会・国民・執政のトリアーデ」ジュリスト1311号
(2006年） 2頁以下。
3) 只野雅人「国会，参議院，民意：両院制の原点から考える」世界844号 (2013年）
98頁以下。
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得る機関の構想は，今のところ（そして近い将来にも）出てきそうにない。か
つ，その論議の行きつく先も不定形（不確か）である。とすれば，憲法解釈論
としては，国会が実質的にも国民代表機関として立法および政府統制機能を果
たし得る可能性を模索する手法をとるか，あるいはそれを放棄して，国会の権
限と機能を相対化し，例えば，内閣に国民の多様な意思を集約し，基本的な国
のあり方を決定していく役割を与えうる解釈アプローチをとるのか， という選
択を迫られることになろう。筆者は，基本的には前者の立場をとる。
国民代表議会は，単なる「世論」を反映する機関ではない。多元的で多様な
民意は「輿論」として，議会に集約されるが，それは「選挙」を主要な回路と
しつつも，今日では，複線的なものとなっている。それぞれの回路での「応答
と問責」の反復こそが議会の活性化とその権限の有効・適切な行使につながる
に違いない。「輿論」の形成に資するかかる機能によって議会の正当性と正統
性が担保されるのではないだろうか。
本稿では，「議会政の可能性」と題して，インドの国会の例をとりあげてみ
たい。インドの国会が，現代議会政における「成功例」だからというわけでは
ない。議会政が機能する「前提」とは，こういうものではないだろうか， と思
われる（感じる）実態がそこにあると考えるからである。すなわち，インドで
は，「世界最大の民主主義」ともいわれる大規模で，民主的な選挙（国政選挙
のみならず，州議会選挙，さらにはパンチャーヤット選挙など）と国民の多様
な政治参加によって多元的で多様な民意が国政および地方政治に反映されてい
る。この実相を紹介，検討してみたい。と同時に，かかる多元的で多様な民意
に基づく代表によって構成される議会が熟議・審議の場として十分に機能して
いるとは必ずしも言い難いことも明らかにしたい。この問題が，「議会政の可
能性」にかかわる重要な問題を内包していると考えるからである凡
4) 本稿で，インドの例を挙げるのには大きな意味があると考えている。インドは，
いわゆる西欧的見方からすれば，「遅れた」あるいは「特殊な」例として援用され
ることが多かったからである。このことの問題性を的確に指摘してきたのは，スピ
ヴァクである。彼女は，いわゆる「認可された無知 (sanctionedignorance)」の問
題を挙げ，西欧と非西欧とを， 一方が理論を産出し，他方が題材・実例を提供す／
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「議会までの民主主義」にとどまるのか
インドの第15回連邦下院議員選挙の投票は， 2009年 5月から 6月にかけてお
こなわれた。有権者は 7億1000万人余，投票率は59.43%であった（なお，
2012年12月16日に投票がおこなわれた日本の第46回衆議院議員総選挙の有権者
は，約 1億人，投票率は59.32%であった）。「10億人の民主主義」あるいは
「世界最大の民主主義」と表現されるインドの民主主義は，そこでおこなわれ
てきた「選挙」の規模と内容を端的に示そうとする表現でもある。それは，独
立後初の連邦下院議員選挙（以下「総選挙」という）から，まさに「世界最大
の民主主義」という表現にふさわしい規模と内容をもっていた。有権者は， 21
歳以上5)の約 1億7600万人であり，そのうちの約85%は，読み書きができない
人々であったので，選挙の実施には途方もない困難がともなった。「有権者一
人ひとりが確認され，名前が記され，登録されねばならない。有権者の登録は
最初の一歩にすぎない。ほとんどが文字を読めない選挙民用に，どのように政
党のシンボルや投票用紙，さらには投票箱を考案するのか。また投票所の場所
を決めねばならないし，不正のない能率的な投票所係官を募集せねばならない。
そのうえ，総選挙と並行しで州議会の選挙も実施される……」 （グハ 1012a,
216)。結果として，この第 1回連邦下院議員選挙 (1951-52年）（以下「総選
挙」という）からすでに 1億を超える人々が実際に投票所に足を運び，第15回
総選挙 (2009年）では 7億人を超えている。一定の経済的発展を遂げたところ
でしか民主主義は定着しないという，当時の西欧的「常識」からすれば「壮大
な茶番劇」と言われ，失敗を予言された「インドの民主主義」ではあったが，
＼るといった二項対立の構図でとらえるような植民地主義的知的生産の構想を批判す
る。この構図から，一見中立的な装いで「それは，ジェンダーや人種を強調しすぎ
た偏った読みだ」とするような見解が 「市民権」を得るのである （本橋哲也「ガヤ
トリ・ C・スピヴァク『ポスト・コロニアル理性批判』」（大澤真幸「ナショナリズ
ム論の名著50』,2002年，平凡社）所収）など参照。
5) 憲法第61次改正 (1989年）により，現在では，同年齢は18歳に引き下げられてい
る。
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インドは，その「期待」を裏切り続けてきた。今日では，その評価は大きく変
わらざるをえない。
もちろん，インドの民主主義を「選挙」と「選挙による政権交代」に矮小化
することはできない。また，佐藤宏が適切に指摘するように「民主主義を議会
制度のみによって代表させること」も正しくないだろう（佐藤 2009, 36, 70)。
さらには，討議のアリーナとしても，熟議・審議の場としても，「合意」形成
をめざす公の場としても不十分だといわれる。しかしながら，自由な選挙が継
続的におこなわれ，その結果によって政権交代が実現するというシステムが健
全に機能することが「常識」かつ常態となっていることは，当該社会構成員が
対話し，論議し合うべき対象についての見解を公共空間にもたらすことのでき
る制度環境の基本的な整備ができているということである。まずこのことを積
極的に評価しなければならない。と同時に，多様な見解が国民代表議会の場で
示され，相互の立場と見解を理解し合いながら「公の」論議をおこない，その
ときどきに必要とされる「合意」（国の基本的あり方をも含めた）を形成する
ための努力とその成果が結実してきたのか（なされてきたのか）も問われなけ
ればならないだろう 。
本稿では，「選挙による民主主義」が「選挙だけの民主主義」，「政権交代ま
での民主主義」にとどまらず， しかも「議会制度のみによって代表されない民
主主義」の形成可能性を，インドの連邦議会（以下「国会」という），とりわ
け下院の考察によって模索してみたい6)。なお，「インドの議会」というとき，
当然に「1-M議会」も含まれる。インドの議会と民主主義のあり方は，連邦と朴I
との関係，州議会の地位と権限， さらにば州および地方政治のダイナミックな
動きなども含めて考察することが不可欠である。本稿では筆者の能力の問題か
ら国会， しかも主として下院の考察に限定せざるを得なかった。
6) 本節のタイトル「議会までの民主主義」という問題設定に対しては，高橋和之の
批判がある （高橋和之 「国民内閣制の理念と運用』(1994年，有斐閣）。 本稿では，
「民意の国政への反映」という問題意識を共有しつつも，あえて，「議会までの民
主主義」という側面をタイトル化している。
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二．インドの議会の歴史
1. 前 史―—植民地「譲会」
インドの議会の前史は，東インド会社支配時代にさかのぼることができる。
しかしながら，近代的な意味における代表議会制の導入は，インドの主権をイ
ギリス政府が掌握した1858年以降のことと考えることができよう。 1861年のイ
ンド参事会法では，立法参事会に初めてインド人代表の参加が認められた。し
かしこの立法参事会は，たんなる諮問機関であり「立法機関の胚胎期の形体に
過ぎな」いとも評価される（稲1976,118)。また， 1892年のインド参事会法で
は，予算審議権，質問権が与えられたが，議決権は認められていなかった。
1909年，インド大臣モーリとインド総督ミントーは，いわゆるモーリ・ミン
トー改革をおこなった。この改革は，ベンガル分割が引き起こしたインド民族
運動の高まりへの対応という意味をもっていたが，「統治」へのインド人の参
加を進めた改革でもあった。同時に，この改革で宗教別分離選挙人制度（たと
えば，ムスリムの議員はムスリムだけが選ぶことができ，ヒンドゥー教徒は
まったく関与できないという制度。また，その議席割当数はインド政庁が決め
るものとされた）が導入され，選挙人資格，代表者（被選挙人）数などでムス
リム中間層の優遇策がとられた。
インド大臣モンタギュとインド総督チェムズファドが行なった「モンタ
ギュ・チェムズファド改革」は， 2つの意味を持っていた。すなわち，第 1に，
第1次世界大戦におけるインドの対英協力への見返りという意味と，もう 1つ
は高まる民族自決運動への対応としてのものである。この改革の結実が1919年
インド統治法の制定である。この統治法は，統治機構を中央と州とに区分し，
それぞれの議会（中央および1-M)では，選挙による議員の割合が増加し，選挙
資格の要件も緩和された。しかしながら，中央の議会は，州議会が選ぶ間接選
挙議員で構成するものとされていた。また，宗教別分離選挙人制度がとられ，
当時反英的な態度を鮮明にしていたインド国民会議（コングレス）の運動が議
会に反映されるのを巧みに排除しようとするものでもあった。
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1927年11月，イギリスはインドの憲政改革のための調壺団（サイモン委員
会）を任命，派遣した。このサイモン委員会報告に基づいて成立したのが1935
年統治法である。サイモン委員会の内容はインドには受け入れられないと判断
したアーウィン総督は，自治領を約束し，かつ英印円卓会議を開催して統治法
の内容を検討するとの声明を出した。しかしながら，円卓会議では，基本的に
はサイモン委員会案に基づいて統治法の内容が決められた。
1935年統治法によって，今日のインドの議会の「原型」がつくられたという
ことができる (Shankar/Rodrigues2011, 27-)。一方で，この統治法は，インド
の独立は認めないという前提に立っていたので，国民会議派の指導者たちなど
からは，「隷属の憲章」であると厳しく批判された。
2. インドの独立とインド憲法 (1950年施行）の制定
(1) 憲法制定議会の活動とインドの独立
1947年7月15日，インド独立法がイギリス国会を通過し，同月18日に国王の
裁可を得た。このことにより，その前年から活動を始めていたインド憲法制定
議会（以下「制憲議会」という）は，自動的にインドの最高機関となった。こ
のインド独立法は，国民代表議会との関係では，次のような内容を含んでいる。
① インドとパキスタンは，同自治領のための完全な立法権を有する。② 制憲
議会は，自治領議会が行使するすべての権能を行使できる。③ 新憲法が制定
されるまでは， 1935年統治法が一定の読み替えをおこなったうえで，インド憲
法としての効力を有する。
制憲議会は， 1946年11月に設置され，その第 1回会議は， 1946年12月9日に
開催された（同月11日， R・ プラサードを議長に選出した）。制憲議会議員は，
間接選挙により選出され，イギリス領インドから選出された 296の議席のうち，
会議派は 211議席，ムスリム連盟は 73議席を占めた。ムスリム連盟がボイ
コット戦術をとっていたため不安定な要素を抱えてはいたが，憲法前文のもと
となった『目標決議』を採択し，憲法の多彩な構成内容を審議するために多く
の委員会が任命され，それら委員会の報告書は，第 1次憲法草案のベースとさ
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れた。 1947年 8月29日， B・R・アンベードカルを委員長とし， 7名の委員で
構成する憲法起草委員会が任命された。この起草委員会案は， 1948年 1月に公
表され，インドの人々は， 8ヶ月間この憲法案を論議し，修正する期間を与え
られた。 7635もの修正案が出され，その内 2473が審議の対象となった。制憲
議会は 2年11ヶ月余り (11会期）審議をおこなったが，憲法起草委員会案は，
114日間審議された。 1949年11月26日，制憲議会は憲法を採択し， R・プラ
サード大統領が署名した。 一部の規定は即日施行されたが，その他の条項は
1950年 1月26日に施行された叫
(2) インド憲法の成立―二院制の採用
インドの国会は，大統領ならびに上院（ラージャ・サバー RajyaSabha 
(The Council of States)および下院（ローク・サバー LokSabha (The House of 
the People)) の二院で構成される（第79条）。大統領は，いずれの議院の議員
でもないが，国会の構成員（機関）であり，立法過程などにおいても重要な役
割を果たすものとされている（法案の認証など）。
内閣不信任動議権，金銭法案などについて下院の優越が認められているが，
上院は，主として州の代表者で構成されることから， 一定の事項についての専
属権を有する（州管轄事項表に関する国会の立法権（第249条），全インド公務
職の創設（第312条）にかかわる宜言をおこなう権限）。 1'-1からの代表議員数は
その人口規模によって異なっており，アメリカ合衆国上院のように同数ではな
い。また，その権限は，同上院ほど強くはない（それぞれの権限の詳しい内容
については， Mohanty2009, 304以下参照）。
第108条は，両院の合同会議を定めている。この合同会議は，大統領が招集
する。合同会議が最初に開かれたのは， 1961年，ダウリー禁止法の審議が暗礁
7) インドの議会については，堀本武功「インドの議会制とインド国民会議派」（大
内 1978,175頁以下），稲 1976などの研究があり，最近のものとしては，佐藤宏
2009, および浅野宜之「南アジア絹 統治機構」（稲正樹＝孝忠延夫＝國分典子編
「アジアの憲法入門』 (2010年，日本評論社）所収， 209頁以下）が詳しい。本稿の
叙述もこれらの論考に負うところが大きい。インド憲法の紹介としては，孝忠＝浅
野2006等を参照。
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に乗り上げたときである。この法案について両院は最終的に意見が一致しな
かった。第 2回の合同会議は， 1978年，「1977年銀行業コミッション（廃止）
法」について開かれた。そして，第3回は， 2002年テロリズム防止法案につい
て， 2002年3月26日に開催された（この法案は， 425対 296で成立した）。
(3) 連邦制
インド憲法第 1条は，インドが諸1'トlの連邦であることを定めている。中央と
1+は，それぞれ議会と政府をもち，連邦と州との権限に関する管轄権の区分は，
第11編と第 7附則に規定されている。これらの条項によれば，連邦は共通管轄
事項，州管轄事項に列挙されていない事項に対して排他的管轄権を有している。
また，大統領の外1知事任命権，非常事態における国会および大統領の）•卜1 に対す
る権限などからみても，中央集権的性格の強い連邦制であるということができ
る。しかし，現実には，』州の政治動向 UM議会選挙の結果， 1-M政府の性格な
ど）は，中央の政治（国会議員選挙や内閣の施策など）に大きな影響を与えて
きた。
1-M議会は， 一部の州（ビハール州，マハーラーシュトラ州，カルナータカ州
およびウッタル・プラデーシュ1+1)を除いで州立法院の一院制である。なお州
立法院にも後述の指定カースト (SC)および指定部族 (ST)への留保議席が
設けられている（憲法第334条）。
(4) 議院内閣制
インド大統領は，連邦の執行権など憲法上広範な権限を有してはいるが，そ
れらの権限は，大臣の助言に基づいて行使しなければならない。首相は大統領
が任命し，その他の大臣は，首相の助言に基づいて大統領が任命するが，これ
ら大臣の会議，すなわち内閣は下院に対し連帯して責任を負うものとされてい
る。よって総選挙で選ばれた下院議員の「多数」が支持する内閣が構成される
こととなる。したがって，インド憲法は議院内閣制を採っているといえる。し
かし，国会に対する内閣の「責任」は， 一般的にいえば，① 野党がその役割
を果たすこと，② 内閣の責任を問いうる具体的な制度と手続きが存在するこ
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と，によって機能しうるとされるが，これらは必ずしも十分とはいえないと言
われてきた。
1930年代の B・R・アンベードカルは，インドに適合する統治形態は，イギ
リス型の議院内閣制ではなく，アメリカ型の権力分立に近いものだと考えてい
た。その最も大きな理由は，イギリス的な議院内閣制が「マイノリティヘの，
とりわけ不可触民の生命，自由，幸福追求への大きな威嚇」となると考えたか
らである。かれは，次のように述べている。「……イギリスの統治制度は，マ
ジョリティが政治的マジョリティであるという前提に基づいている。しかし，
インドではマジョリティは，コミュナル（宗教・宗派的）なマジョリティとし
ての性格を持っている。したがって，イギリスの統治制度の導入は，コミュナ
ルなマジョリティに永続的に執行権を付与するということになってしまう」
（孝忠 2005,90-)。しかしながら，憲法起草委員会委員長としてのアンベード
カルは，インドを代表する大統領に，国を「統治」する地位を与えない憲法案
を作成した。このことについて，彼は執行府の安定性と責任の両者を目ざすも
のであり，内閣の連帯責任の原則と首相の指導性を保障することが重要である
と説明している8)。また，多様性にみちたインドにはそれに対応しうる議院内
閣制が適しているとも述べた (Shankar/Rodrigues2011, 3)。制憲議会の多数も
アメリカ型の大統領制ではなく，イギリス型の議院内閣制の採用に賛成した。
その理由は，第 1に，行政府と立法府との決定的な対立を避け，両者の調和と
協働による国政運営が望ましいと考えたこと，第 2に，議院内閣制的な統治の
伝統がインドには根づいていると思われていたことである。
大統領制への変更可能性は，これまで何度か論議になった。① 初代首相J. 
ネルーの死後，② 非常事態の解除後，さらには③ 憲法改革検討委員会
(NCRWC)の最終報告書 (2002年）に集約される論議などである。しかしな
がら，大統領制導入論の理由とされた政治的安定性は，連立政治，脱党防止法
などによって試みられてきており，現実的な課題とはなっていない。
ウェストミンスター・モデルは，行政府への権力の過度の集中を避けること
8) CAD, vol. II, p. 32. 
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と国民の多様な政治的意思を反映する議会の存在によって機能する。統合力の
比較的強いイギリスとは，その規模と条件も大きく異なるインドでこのシステ
ムが機能するためにも国民代表議会の役割が重視されよう 。
三．「世界最大の民主主義」の成立と発展
1. 「議論好きのインド人」
G・オースティンは，インド憲法の試みを「1787年のフィラデルフィア以来
の最も偉大な試みである」 (Austin1966, 308)と評したが，議会制民主主義が
インドに定着するかどうかについて，国外では否定的評価が多かった。しかし，
憲法制定施行後インドでは，定期的に実施される選挙が民意を反映し，中央と
州の政権交代も選挙結果に基づいておこなわれてきた。
このことは，たんに西欧の民主主義，イギリス型の議院内閣制を移入しただ
けではなく，インドの「公共的な論議と議論好きな異端の伝統」が土台にある
からだといわれている。A・センによれば，世界のいたるところに公共的な論
議の伝統は存在し，民主主義の起源に密接に結びついているのだが，とりわけ
インドは知的な異端に対する寛容性とともに公共的な論議の長い伝統を保って
きた点でことさら幸運であったとする。また自由闊達な論議が「分裂」ではな
く「統合」に向かう条件として， 16世紀の事例から「多元性の受容」と「対話
への決意」を読みとっている（セン 2008,36, 79)。
しかし，自由な論議が「統合」に向かうこと（向かわせること）は容易では
ない。インドの国会議員の出身階層，職業などは，独立当初とは大きく変わっ
てきた (Shankar/Rodrigues2011, 70-)。多様な言語，宗教・宗派，エスニッ
ク・オリジンを異にする人々，対立する利害を抱えた地域を代表する人々など
によって構成される議会は，「アイデンテイティ政治」の舞台ともなった。
2. 「議論の場」を確保するために
国会は，「選挙と内閣創出だけの民主主義」にとどまることを潔しとせず，
政府・行政に対する自立性・自主性を発揮しようとも努めた。かかる国会の積
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極面として稲正樹は，、fl・!再編問題，経済発展計画，国家非常事態など6つの項
目を挙げている（稲 1976,145)。ここでは，州再編問題（言語の問題）と国家
非常事態の問題について簡単に紹介しておきたい。
(1) 言語の問題—国会での使用言語
インドでは，そのルーツを異にする多様な言語が用いられ，憲法で連邦の公
用語とされたヒンデイー語も，それを母語とする人々は人口の過半数には遠く
及ばない。したがって，憲法で公認された言語も 22にのぼる（第8附則）。連
邦公用語をヒンデイー語とするヒンデイー語中心主義は強い批判にさらされて
きた（とりわけインド南部の人々は，ヒンデイー語を話し，理解することは，
困難であった）。また，印パ分離に起因する深刻な状況によって独立運動以来
主張されてきた言語別朴［編成の動きは，憲法施行後しばらく抑えられてきたが，
その動きは根強く続き， 1953年にアーンドラ・プラデーシュ州の新設が認めら
れるとその動きは一挙に高まった叫
州再編委員会の報告書や勧告は国会で審議された (Shankar/Rodrigues2011, 
178-)。国会で使用される言語は，ヒンデイー語または英語とされている。議
員がそれらの言語では充分に論議に参加できないときには，その母語で参加す
ることが認められている（第120条）。初期の国会とは議員の出身階層構成が大
きく変わってきたなかで（独立運動の指導者たちの多くは英語で自由に論議で
きた），第 8附則に挙げられた言語で自由に意見を述べることを国会の中で保
障していくことは，多様な見解の表明・ 集約の場として国会が機能するために
はきわめて重要な意味をもっている (Shankar/Rodrigues2011, 174-)。すなわち，
多言語，多宗教，多エスニックな政治経済共同体としての「インド」の国会が
「公共圏」を形成する場として機能するための前提条件ともいえるからである。
(2) 国家非常事態の問題一ー立憲主義の危機
憲法は，その第18編に非常事態規定を設けており，大統領の発する非常事態
9) 最近の動向として，三輪博樹「インドにおける政党政治と地域主義一ーテラン
ガーナ朴1創設運動を事例として」（近藤 2009; 195)など参照。
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の布告には，事後的に国会の両議院の議決による承認が必要とされている（第
352条。1ヶ月を超える布告には国会の承認が不可欠である） (Datar 2007, 
1885-)。1962年の中印国境紛争に際して，初めてこの第352条が発動されたが，
このときには，国会は， 一定の審議能力を示したとも評価されている（稲 1976,
149)。しかしながら， 1971年12月，インド・パキスタン戦争に際して発せられ
た非常事態宣言，および1975年6月に出されたその再宣言に際して，国会がそ
の憲法上の権限に基づいて，執行権の権限行使に対する制約・統制権を行使し
たかどうかについては，大きな疑問符を付けざるをえない （大内穂 1980)。非
常事態下において，国会が人身の自由，表現の自由などの制約と司法審査権の
排除などを内容とし，政府・国会の権限を拡大する憲法第42次改正法を成立さ
せたことは，審議機関・政府統制機関として自由な言論をおこなうべき国会が
機能していなかったことを示している（もちろん，かなりの数の野党議員は逮
捕•投獄されていたし，野党は退場，審議のボイコット戦術をとらざるを得な
かったので審議に参加できた野党議員は僅かであり，圧倒的多数の与党議員ら
によって審議・成立したのではあるが）。非常事態は，基本的人権の制限のみ
ならず，多様な言語，エスニシティ，地域などを結びつける回路を切断し，逆
に国民を「分断」するものでもあった。この非常事態を，首相が発表した下院
の解散と総選挙 (1977年3月の第 7回総選挙）の実施の結果が変えたことに，
インドの「民主主義」の可能性を読みとることもできよう 。
3. 脱党防止と憲法改正
インドにおける党籍変更，脱党の政治は，第4回総選挙 (1967年）の各州に
おける会議派の衰退とともに始まった， といわれている。その後，各州におい
て大規模な党籍変更ないし脱党の政治が広まった。この「脱党の政治」の原因
としては，政党内あるいは政府の要職につくために所属政党を変更する傾向が
あることが指摘されてきたが，選挙区の問題も大きいと思われる。すなわち，
憲法第82条は，人口調査後の選挙区の再調整を義務づけており，継続して当選
するためには，当該小選挙区での所属政党の問題が重要となるからである。こ
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のような「脱党」の現象に対してさまざまな抑制策が講じられてきた。この問
題は，連邦および州政府の形成およびそれぞれの議会構成の民主的正当性を揺
るがす性質を有している。すなわち，代表（国会議員）が「民意」を反映する
のは，選挙のときだけであり，いったん当選してしまえば，議員に完全なフ
リーハンドが与えられる（選挙で対立した政党への移籍も全く自由である）と
いうのであれば選挙自体の民主主義的な意味が問われることになるからである。
1984年の総選挙で大勝したラジーヴ・ガンデイーは，「清潔で効率的な政治」
の実現をめざす政治の一環として，脱党防止法の制定をめざした。当該法案は，
憲法改正法案として提出され，成立した（第101条，第102条，第109条，およ
び第191条を改正し，第10附則を付加した） 10)。
この憲法第52次改正法(「1985年脱党防止法」）の主要な内容は，① いずれ
かの政党に所属する国会議員またば州議会議員が， (a)議席を得た選挙時の所
属政党を任意に離党したとき， (b)所属政党の指示に反して投票または棄権し，
その行為が所属政党から容認されなかったときにはその議員資格を失うこと，
ただし，② 政党分裂（当該政党所属全議員の 3分の 1以上），あるいは政党合
同（同 3分の 2以上）の場合には，その議員資格を失わない，などとするもの
である］］）。
この「脱党防止法」が成立するまでの試みとしては，次の 3つがその代表的
なものである。① 連邦下院決議をうけて，内務大臣 Y・B・チャヴァーン委
員長のもとに強力な権限をもつ委員会が設置され， 1968年報告書が出されたが，
何らの具体的措置もとられなかった。② 1973年，インデイラ・ガンデイー政
府によって第32次憲法改正案(「73年脱党防止法案」）が提出されたが，下院の
10) ここで「脱党」と訳した defectionという言葉は， 一般的には desertionあるい
は abandonmentなどと同様の意味に用いられるが，この法律で用いられている意
味では，政党あるいは政治グループの変更，選挙に勝つためのラヴェルの拒否，議
会議場内での議席変更，政党分割，さらには政党合同などを含意している
(Mohanty 2009, 308)。
11) 詳しくは，稲正樹「インドにおける一九八五年脱党防止法」北大法学論集第40巻
5・6合併号上巻 (1990年） 607頁参照。
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解散により廃案となった。③ 1978年，ジャナター党政府によって，第38次憲
法改正案が提出されたが廃案となった。とくに，この最後の78年法案が廃案と
なったのは， 1979年， 76名の議員が脱党したため政府が崩壊したことの結果で
あり，この問題解決の困難さと根深さを示している 12)。
四．国会の権限と機能
1. 国会の地位
インドの国会は，国政の要であり，重要な機関ではあるが，イギリス国会の
ような最高機関ではない。すなわち， A・V・ダイシーのいう「始原的な主権
(The Sovereignty of Primogenital)」を有するものではない。国会の権限は，
憲法上明記されたものであり，かつ次の「限界」を有するものとされてきた。
まず第 1に，国会は憲法第3編が保障する基本権を侵害する法律を制定する
ことはできない。ゴーラク・ナート事件判決 (1967年）13) において，最高裁は，
「法律 (law)」という文言をその通常の意味に解し，国会は法律によって基
本権を侵害，剥奪することはできないと判示した（国会は，憲法改正をおこ
なって，これに対抗しようとした）。第 2に，国会は，憲法の基本構造を変更
する法律（憲法改正法）を制定することはできない。ケーサヴァナンダ事件判
決 (1973年） 14)において，最高裁は，第25次改正の一定の内容が憲法改正権の
限界を超えており，憲法の本質的特徴またはその基本構造をそこなう方法で憲
法を改正する権限を国会に与えるものであるので無効である，と判示した。第
3に，大統領が，国会の両議院の可決した法律の認証を拒否できる権限，国会
の閉会中大統領令を発するなどの権限を有していることである。
しかしながら，憲法上，国会に与えられた権限は，非常に広範である。直接
に国民を代表し，「世論」を代表する国会，すなわち，まさに，世界最大の
「選挙」によって選出される国民代表機関が有し，有効適切に行使すべき諸権
12) 稲• 前掲609頁以下， Mohanty2009, 308以下参照。
13) Golak Nath v. State of Punjab, AIR 1967 SC 1643. 
14) Kesavananda Bharati v. State of Kera/a, AIR 1973 SC 1461. 
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限といえよう。
2. 立法権
国会の立法権は非常に広範である。それらは，インド憲法第 7附則の第 1表
（連邦管轄事項）に挙げられている。また，国会は，同第 3表（共通管轄事項）
に含まれる事項についても立法しうるものとされる。さらには， 一定の場合に
は，同第2表（州管轄事項）に挙げられた事項についても国会が立法できるこ
とを定めている。すなわち，① 上院が特別多数で当該事項が国家的な重要性
を有し，国家的利益にかかわるものであると宣言した事項についての立法権
（第249条），② 非常事態に際して，憲法機構運用不能を理由とする立法権（第
356条），③ 条約などの実施のための立法権（第253条），④ 2以上の州が，国
会に立法を委ねたときにおける立法権（第252条）である。アメリカ合衆国憲
法修正第10条によれば，「憲法で合衆国に委ねられていない権限で，かつ朴lに
委ねることを禁じられていない事項は，それぞれの1+または人民に留保され
る」。しかしながら，インド憲法は，「残余の権限は，国会に属する」とする。
「国会に無制限の立法権が与えられている」 (I・ジェニングズ）とまでは言え
ないが，国会の立法権が広範かつ強大であることが窺える15¥
独立当初の国会は，「立法と制度の構築期」 （佐藤 2009,40)であり，国会で
の熟議によって旧来のインド社会の「改革」立法（一連の土地改革法や銀行国
有化法案，さらには私法の近代的法典化など）を試みた。ここでは，その例を
2つ挙げてみたい。
15) 国会で可決された法律案は，大統領がその同意 (assent) を与えなければ法律と
はならない。大統領は，憲法第111条に基づき，国会の両院で可決された法律案を
同意，又は同意を留保することができる。ただし，留保したときには，できるかぎ
りすみやかに再審議すべき旨の教書を国会に送付し，国会が修正を付し又は修正を
付さないで再可決したときには，大統領は，その同意を留保することは出来ない。
インドでは，再可決は単純多数決であるが，アメリカ合衆国連邦議会では三分の二
の特別多数で大統領の拒否権をくつがえすことができる。また，アメリカ合衆国で
は，大統領が10日以内に法案に同意を与えないときには，同意を与えたとみなされ
るのに対し，インドでは，その点は明らかではない。
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(1) ザミーン・ダーリ制度廃止法
インドには半封建的な土地所有制度が広く存在していた。このザミーン・
ダーリ制度を廃止するための1'-1法が，憲法施行と相前後して幾つかの什I議会で
成立していた。この廃止法が憲法第31条の財産権の保障に違反するとして争わ
れたが，訴訟が最高裁に係属中に国会は，憲法第 1次改正によって第31条（第
31A条，および第31B条の追加），ならびに第19条を改正し，法律の合憲性を
確保しようとした。最高裁は，シャンカリ・プラサード事件判決 (1951年） 16) 
において憲法第 1次改正法を合憲とした。しかしこの判断は，後の最高裁判決
によって変更されることになる。例えば，前述ゴーラク・ナート事件判決
(1967年）は，パンジャーブ土地改革法の 1つであるパンジャーブ借地法に基
づいて剰余地を収用された原告が，① この法律は，憲法第19条 1項(f)号およ
び(g)号ならびに第14条に違反し無効である，② この法律を，憲法第 3編の
規定から適用除外する第 1次改正，第4次改正および第17次改正は無効である，
として憲法第32条に基づき最高裁に令状請求訴訟を提起したものである。最高
裁は，基本権の剥奪にかかわる憲法改正権を国会は有しないと判示した17)。
(2) 統一民法典の制定（第44条）
第2の例は，統一民法典の制定（第44条）である。憲法起草委員会委員長で
あった B・R・アンベードカルは，初代の法務大臣に任ぜられ，この作業に精
力的に取り組んだ。しかし，インド社会の伝統に深く根ざした争点を含むこの
分野の法律制定は困難を極めた。結果的には，ヒンドゥーにかかわる個別法と
して， 1955年のヒンドゥー婚姻法， 1956年のヒンドゥー相続法，未成年および
後見法，そして養子および扶養法というように，数回に分割されて成立したの
である。
この統一民法典の問題は， 1985年のシャーバーノ事件で再燃した。最高裁は，
困窮した離婚女性には別れた夫から扶養手当を受ける権利があるとし，さらに
16) Shankari Prasad v. Union of India, AIR 1951 SC 458. 
17) 詳しくは，安田信之「インド憲法における財産権—財産権の変容と国家政策の
指導原則」（大内 1978,87頁以下）参照。
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統一民法典の早急な成立と普及の奨励にも言及した18)。この判決は，ムスリム
の宗教的アイデンテイティに干渉するものであるとして激しい反発をよんだ。
政府と国会は，事実上ムスリムの主張をいれ，「ムスリム女性離婚権保護法」
(1986年）を成立させ，その名称から想像される内容とは異なり，ムスリム女
性が離婚後の扶養手当をめぐって刑事訴訟法に基づいて争う余地を大きく制約
した。
シャーバーノ事件を契機に統一民法典の問題が論議された。統一民法典の問
題は，すべての「インド人」に共通の身分法を将来的には制定すべきだという
ことと，固有の身分法をもつコミュニティ （宗教・宗派共同体）の権利を尊重
するということをどう調和させていくのか，にかかわる問題であり，制憲議会
でも大きな論議となったテーマである。付随的とはいえ，シャーバーノ事件判
決で最高裁がこの論点に早急な結論を出すべきだと述べたことが，結果として
ムスリムを社会の本流から切り離すことを助長することになった。ムスリム女
性離婚権保護法は，政教分離主義の本質は「すべての宗教を等しく尊重する」
ことであるという名目で，身分法の問題を憲法規範の領域から除外してしまい，
コミュニティ間の政治的力関係で処理されるものとしてしまったのである。す
なわち，とりわけ1980年代以降になると， もはや国会は，「熟議の議会」では
なく，コミュナルな利害にその都度対応しようとする傾向の強い議会となって
いたといえよう 。
なお，近年の国家安全保障，テロ対策と「個人の権利」との緊張関係をはら
む一連の法制化の動きとして，テロ対策・治安法制の問題がある(「1985年テ
ロおよび騒乱行為禁止法 (TADA)」や「2002年テロ防止法 (POTA)」など
に関する国会での審議状況，最高裁判所の判断などについては，伊豆山真理の
研究が詳しい19))。
インドの市民社会の持続性と豊かさは，国民代表議会の健全性に大きく依拠
18) Mohd. Ahmad Khan v. Sha Bano Begum, AIR 1985 SC 945. 
19) 伊豆山真理「インドのテロ対策法制ー一個人の権利，コミュニティ間の政治，国
家安全保障」（近藤則夫 2009,317)。
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している。しかしながら，ある研究によれば， 2006年に国会で成立した法律の
うち， 40%以上のものが 1時間未満の審議しかおこなわれていない (Shankar/
Rodrigues 2011, 335)。近年の国会の審議・立法機能は大幅に低下しているとい
わざるを得ないだろう。
2. 執行府への統制権
議会による政府・行政への統制権の実効的行使の可能性は，議会的「決定
権」の実質的棚上げによってではなく，かかる決定権と結びついてこそ生きて
くる20)。佐藤宏は， 1980年代ないし1990年代以降に増加する「討論」，「動議」
の類が，必ずしも「政府に対する監視，あるいは広く行政府への統制機能の高
まり」とはみなせないことを指摘する（佐藤 2009,46)。
(1) 質問権
国会は，執行府を多様な方法で統制できる。国会議員は，政府省庁に責任を
もつ各大臣に質問することができる。会議の最初の時間が質問への回答の時間
にあてられる。通常，質問は，「公的な重要性のある問題」について一定の予
告の後におこなわれるものとされている。質問の目的は，当該重要事項につい
ての情報を得ることと同時に，その問題の所在を国民に明らかにすることにあ
る。また，野党には，政府の「失策」（あるいはスキャンダル）を明らかにす
るという目的も存在する。このように質問権の行使は，政府の諸施策および政
治姿勢などに対する不断の批判・統制，さらには政府の裁量的判断に対する有
効なチェックとして機能しうるものである。質問時間の後，それぞれ割り当て
られた議事が案件ごとに進められる。国会は，大統領演説 (President
Address) に対して，政府の政策を全体的に論議することもできる。
20) 孝忠延夫「議会の機能の強化」ジュリスト1133号 (1998年）105頁以下，同「国
政調査権の現状一ー政府・行政統制機能の拡充」ジュリスト1177号 (2000年） 87頁
以下など参照。
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(2) 財政統制権
インドの国会は，国の財政をコントロールする権限を与えられている。国会
の同意あるいは承認なくしては，いかなる税も徴収されず，また金銭を支出す
ることもできない。しかしながら，インド統合基金の負担となる支出は，国会
の議決にかからない（第113条）。また，国会は，金銭法案又は補正交付金に関
する事項については，発案権を有しない。それらは，大統領のみが行なうこと
ができる（第117条等）。
予算の審議は，各政府省庁・行政の活動を把握し，財政統制機能を果たす機
会でもある。また，国会は，予算を審議し，財政支出を承認するだけではなく，
支出の監督をもおこなう。常任委員会は， 5つの群に分けられているが，その
第 1群には財政委員会として予算委員会，公営企業委貝会，および決算委員会
の 3つの委員会が設けられている。このなかでも，とりわけ決算委員会
(Committee on Public Accounts) は，自立した任務を与えられ，会計検査院
が提出する政府省庁などの決算についての報告書を審議し，政府・行政活動の
監視と統制機能を果たしてきた。ただ，これら財政委員会の活動も近年では急
速に衰えてきており，国会による政府・行政統制の機能不全といわれて久しい。
この機能回復のための試みの 1つとして1989年，幾つかの省に対応する委員会
の設置がおこなわれ， 1993年からは省庁別常任委員会 (Departmentally
Related Standing Committee)制度が本格的に導入された（詳しくは，佐藤宏
2009, 33, 59参照）。ラジニ・コタリも，たんなる諮問機関ではな<'行政を
監督・評価する権限と財源を有する強力な議会内委貝会を育てるべきことを主
張していた（コタリ 1999,78)。この DRSCは，イギリスの議会改革（本会議
中心主義から，委員会審議の充実などをはかるための改革），とりわけ1979年
の省庁別セレクトコミテイー制度の導入21)などを念頭においたものであるが，
必ずしも初期の目的を果たしているとは言えないようである。
21) 孝忠延夫『国政調査権の研究』 (1990年，法律文化社） 263頁以下など，日本でも
紹介されてきた。
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(3) 議事手続上の権限
議事手続上の権限としては，「延会動議 (adjournmentmotion)」を挙げてお
きたい。この延会動議は，質問に対する回答および補足質問に対する補足説明
が不十分だとみなされたとき「緊急で重要な公的問題」を審議し，政府などの
責任を問うことを目的としている。延会動議が認められたときには，他の議事
に優先して審議がおこなわれる。
これらの権限は，「アリーナ型」，すなわち，野党による政府への批判と対決
を「公開の場」で演出し，有権者の政治的判断に資するためにおこなわれるこ
とが多いが，たんに，政府への非難と対決を演出する政治的効果をねらうので
はなく，国会による政府・行政の統制手段，その内実を豊かなものにする手段
ととらえることも出来るだろう。
4. 憲法改正権
憲法改正のための手続きは，憲法第368条に定められている。すなわち，各
議院の 3分の 2によって可決し，半数以上の外・I議会の承認を得て改正するもの
とされているが，① 国会の単純多数決で改正することのできる憲法条項，②
国会の 3分の 2の特別多数によって改正できる憲法条項も明記されている
(Datar 2007, 1949-)。
憲法改正の発議権は国会だけが有する。アメリカ合衆国憲法のような州の発
案権，スイス憲法のような国民発案権は認められていない。また，日本国憲法
のような国民投票も定められてはいない。インド憲法の改正手続は，「厳格性
と柔軟性の巧みな融合である」 (Mahanty2009, 295) といえよう。憲法の重要
な改正は，インドが政治的にも経済的にも大きな転機に立ったとき，あるいは
その転機を一定の方向に推し進めるためにおこなわれてきた。
憲法制定の翌年におこなわれた第 1次憲法改正法 (1951年）は，第15条4項
を新設したほか，不在地主制度を廃止する法律の合憲性を明記するために第31
A条を設けるなどの内容をもっていた。また，国会は，次のようにその改正目
的および理由を述べて，第24次改正 (1971年）をおこなった。「……最高裁は，
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周知のゴーラク・ナート事件判決 (1967年）において，基本権に関する第 3編
を含むすべての憲法改正権を国会が有することを認めていた従来の判決を覆し
た。この判決の結果，国会は，国家政策の指導原則を実現するため，あるいは
憲法前文が示す目的達成のために必要な場合であっても，憲法第3編の保障す
るいかなる基本権をも剥奪または制限する権限を有しないと考えるにいたった。
それゆえ，憲法第 3編の規定の改正が，国会の憲法改正権の範囲内にあること
を明記する憲法改正が必要であると考える」（孝忠 2005, 130, 孝忠＝浅野 2006,
33-)。
数多くの憲法改正のなかでも， とりわけ1970年代後半におこなわれた憲法改
正は，インド憲法の基本的特質に関わる内容を含んでいる。すなわち，第38次
憲法改正 (1975年）は，大統領権限の強化，裁判所の権限の制限，非常事態時
における基本権の制約などを目指すものであった。この方向は，第42次改正
(1976年）によってさらに推し進められ，国会の憲法改正権には限界のないこ
とが明記される（第368条4項， 5項）。この改正の最大の眼目の 1つが，第13
条（基本権と抵触し，または基本権を侵害する法律の効力），および第32条
（基本権行使のための救済措置）を保障し，それらを実効あらしめるための機
能を果たそうとしている裁判所の権限を制約すること，つまり，法律の違憲審
査権を司法権から剥奪しようとするものであったことは明白である。ただ， 一
方で，この第42次改正によって，指導原則に子どもの保護（第39条(f)号），無
料法律扶助（第39A条）および環境保護（第48A条）などが新設された。さら
に，前文の「主権を有する民主共和国」を「主権を有する社会主義的・政教分
離主義的・民主主義共和国」に改めた。国家の性格と任務を明確にし，現代的
課題に応えるための内容を盛り込んだ改正だったともいえる。第42次改正の内
容を立憲主義的な内容に戻そうとする第43次改正 (1978年）および第44次改正
(1979年）では国会自身が協議の様式，オープンな議事手続きを心掛けた（政
権についたジャナター党が上院で多数を占めていなかったことにもよる）。
1990年代以降の憲法改正では，地方自治および都市自治の保障を制度化した
第73次改正 (1992年）および第74次改正 (1993年）が注目される。現在では，
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地方自治制度の改革により約300万人のパンチャーヤット議員（その 3分の 1
は女性）が存在している。また，「その他の後進階級 (OBC)」への優遇措置
と留保措置にかかわる施策の合憲性を認めたマンダル事件判決 (1992年）22) と
の調整などのために，指定カースト (SC)および指定部族 (ST)への留保措
置についての憲法条項が改正，追加された（第76次改正 (1994年），および第
77次改正 (1995年））。 2000年以降の改正としては，同目的からする，第81次改
正 (2000年），および第85次改正 (2002年）や OBCへの優遇・留保にかかわ
る第93次改正 (2006年）などがある。
五．国会の立法活動と憲法上の諸問題
1. 「国家政策の指導原則」（憲法第4編）実現のための立法と司法権
インド憲法における基本権の保障は， きわめて具体的であるとともに，裁判
上の救済まで明記していることに特徴がある。しかし，基本権の宣言・保障だ
けで，多数の人々を貧困から脱却せしめ，国民の生存を確保し，インドの社会
的・経済的な構造の変革，発展を実現することができないことも明白であった。
そこで，インド憲法は，第 3編「基本権」とは別に第4編「国家政策の指導原
則」を設けている。この指導原則は，その実現のために裁判に訴えて実現する
ことはできない(notbe enforceable) , 非司法的なものではあるが，国の統治に
おいて基本的なものであり，立法にあたって，それら原則を適用することが国
の義務とされている（第37条）。したがって，国会の立法は，この指導原則に
基づくものということになるが，当該法律が第 3編に定められている基本権に
抵触するという訴えが裁判所に提起されるとき，この指導原則と基本権との関
係が問題となる（詳しくは，孝忠 2005,111)。ここでは， 5つの時期区分に基づ
いてその概要を示しておきたい。
第 1期 (1950年-1967年）における最高裁判決の特徴は，指導原則に対する
基本権の優位，すなわち基本権と指導原則が対立したときには，基本権が優位
22) Indra Sawhney v. Union of India, AIR 1993 SC 477. 
- 182 - (1084) 
議会政の可能性
することを明言していることにある。代表的な判決としては，憲法第48条の指
導原則を具体化するための法律が第19条 1項 (g)号に違反するとされたハニ
フ・クレシ事件判決 (1958年）23), 第45条の指導原則（無償義務教育）に基づ
いてマイノリティ・コミュニティの設立する学校の初級課程で授業料を徴収し
てはならないと定めていた法案が第30条（マイノリティの権利）を侵害するも
のであるとされたケーララ教育法案事件判決 (1958年） 24)などがある。
第2期 (1967年-1971年）における最高裁判決は，基本権を優位に置く最高
裁の確固たる立場の確立した時期といえる。代表的な判決としては，前述ゴー
ラク・ナート事件判決 (1967年）のほか， 1948年最低賃金法第 5条 1項が憲法
第14条および第19条に違反するとしたチャーンドラ・バーヴァン事件判決
(1969年） 25)などが挙げられよう。
第3期 (1972年-1976年）は，政府・国会からのさらなる憲法改正（第25次
改正法，1972年）に対して，『基本権判決』とも呼ばれる前述ケーサヴァナン
ダ事件判決 (1973年）が出された時期である。ただ，この判決で最高裁は，次
のようにも述べている。「……指導原則と基本権との間に不調和は存在しない。
なぜなら，この 2つは憲法で謳われた社会革命の実現と福祉国家の確立という
同一の目標を目ざしているという点で，互いに補いあうものだからである」26¥
第4期 (1977年-1980年）は，行政府の権限強化と裁判所の権限の制限を内
容とする憲法第38次改正および第42次改正によって，第14条，第19条および第
31条の保障する基本権が，第 4編の規定する指導原則に従うものであるとし，
インド憲法の性格を大きく変えたといわれる時期である。
第 5期 (1980年～）は，第42次改正法の一定の内容が国会の憲法改正権の限
界を超えているとする最高裁の判決が確立した時期である。最高裁のこの基本
的な姿勢は，ある織物会社が国有化法の成立によって政府に接収されたことを
23) Mohd. Hanif Quareshi v. State of Bihar, (1959) SCC 629. 
24) In re Kerala Education Bil, 1957, (1959) SCR 995. 
25) Chandra Bhavan v. Mysore, (1970) 2SCR 600. 
26) Kesavananda Bharati v. State of Kerala, AIR 1973 SC 1401. 
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契機に，関連法令の合憲性と1976年憲法改正の有効性について争われたミネル
ヴァ工場事件判決 (1980年） 27)によって示された。最高裁は，この判決のなか
で，将来すべての法律が基本権と指導原則との間の調和をもたらすように制定，
解釈されるべきであるとも述べている。
国会が立法によって実現すべき「国家政策の指導原則」は，「社会的・経済
的な目的の達成を現実のものとし，人間の基本的要求を充たし，インドの社会
構造を大きく変革するため」28)に，「インド憲法の不可欠の構成要素」29) とし
て定められたものである。
2. 「代表」と留保制度
インド憲法は，その第340条から第342条において SCおよび STへの留保議
席を明記している。すなわち， SCは人口の約15.5%, STは約7.5%を占める
ので，下院議席の23%をSC/STが占めるような選挙制度をつくることが憲法
上の要請とされている。この留保議席の存在とあり方は， とりわけ1930年代に
大きな論議となった（孝忠 2005,80-)。そして現在でも，留保議席・合同選挙
制度（被選挙資格は SC/STに限定されるが，当該選挙区の有権者全員で選挙
する制度）がとられている。 1951年-1952年の第 1回総選挙から1967年の第 4
回総選挙までの結果を紹介・検討した堀本武功の研究によれば，会議派の獲得
議席の17%前後は SCの留保議席によって占められている30)。以前から指摘さ
れていたように， SC/STのための留保議席ではなく，当時の圧倒的優位政党
であった会議派の多数派形成・政権維持のための安定的議席確保のシステムと
して機能していたことは明らかであろう。 SC自らの代表を自らの手で国会に
27) Minerva Mills Ltd. v.Union of India, (1981) lSCR 206. 
28) K. S. Hegde, "Directive Principles of State Policy in the Constitution of India", 
in : Grover 1989, 86. 
29) M. V. Pylee, Constitutional Government in India, 4th.ed., 1984, S. Chand, New 
Delhi. 
30) 堀本武功「保留議席（指定カースト）の成立経緯とその後の展開」（大内 1977,
73)。
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おくろうとアンベードカルが結成したインド共和党は，議席獲得すらできな
かった。したがって，この議席留保期間を延長しようとする最初の憲法改正の
審議にあたって，すでに延長反対の意見が SCから出されている。
1977年の第6回総選挙までの結果を分析した押川文子の研究によっても，上
述堀本の分析とほぽ同様のことが指摘されている31)。1962年の第 3回総選挙以
降，完全小選挙区制（すべて 1人区）となったため，留保議席選挙区では，か
なりの多数を占める非 SC/STの有権者の支持を得なければ， SC/ST候補者
は当選できなくなった。このような問題をかかえながらも，当初憲法施行後10
年間とされていた留保期間は， 10年ごとに現在まで延長されている。
第13回総選挙 (1999年）は，総議席 545のうち，アングロ・インデイアンヘ
の 2議席を除く 543議席をめぐって争われた（このうち， SCへ79議席， ST
へ41議席が留保されていた）。この選挙では，インド人民党と国民民主連合と
の連立勢力が勝利をおさめ，引き続き政権を担当することになったが，いずれ
の政党も単独では過半数に遠く及ばず，連立政権が不可避の政治状況が到来し
ている。かかる状況における SC/STへの留保議席制度をどのように評価する
のかは，より困難な課題となっている。これらの研究は， 日本でも広瀬崇子ら
を中心に，実証的で詳細な分析が続けられている （広瀬 ＝南埜＝井上 2006,広
瀬＝北川 ＝三輪 20ll)。
この議席留保制度に対しては，批判的な意見も多い。すなわち，それらの議
席が主として支配政党の維持・強化のために用いられてきた，機能してきたと
する見方である（ラジニ・コタリなど）。また，「……カーストのみに基づく議
席の留保は，永続的なカースト主義，分離，排除，および分裂をもたらし，イ
ンドの統合と国民的利害を損なう」32) ものであるとする批判などである。
同時に，その制度が果たしてきた積極的役割も指摘できよう。すなわち，長
31) 押川文子「独立インド後の指定カースト・指定部族政策の展開」アジア経済研究
第22巻 l号 (1981年）26頁。
32) S. K. Chaterjee (ed.), The Scheduled Castes in India, 4vols, 1996, Gyan, New 
Delhi. 
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い間政治の表舞台には登場できなかった一定の層が明確な位置づけをもって
1930年代以降国政をはじめ，各朴1政治にも参加し，代表を出すことができるよ
うになった，すなわち「権力への道」が開かれるようになったことである。こ
のことは，政治の分野のみならず社会的な評価の変化をもたらす契機ともなっ
た。今日の代表論において，少数派の存在を可視化，そして視角化する代表者
の存在を認めることの意義は，インドのみならず日本などにおいても重要な論
点であり続けている33)。また，政治的な権利拡大の動きの一つとしても評価で
きよう。政治参加が実質的には一握りの上層カースト，エリート層に限られて
いた状況が，大きく変化したことは何人も認めるところである。国民の政治意
識は高まり，低カーストの利益を代表する政党も幾つか登場し，州政権を担当
するまでになっているところもある。このような動き，政治のダイナミズムの
背景に，それ自体の評価を「留保」したとしても， SC/STへの留保議席制度
を読みとることは不当ではあるまい。
ただ，インドのみならず，「国民国家」の将来は，多元的で多様な社会構成
員のコンセンサスを得つつ，国家の構造，構成についての根本的再考をはかる
ことによってのみ開かれうると思われる（コタリ 1999, 184など参照）。換言
すれば，論議の公共的空間を維持しつつ，「社会正義と公正を具体的に実現し
ていく」というあらたな国民的合意が形成できるか否かにかかっている。この
地平において， SC/STへの留保議席制度が，政治の「質」を顧慮しないたん
なる「数」のための手段の 1つに堕するとすれば，将来的なインド政治の発展
の足枷となる可能性も考えられよう 。
むすびに一「輿論」と「合意」を形成しうる議会になれるのか
世界史的な視野からすれば， 20世紀の半ばにインドの多くの人々が「投票行
動をおこなったこと自体」が重要であったとされる （グハ 2012b,492)。この
行動が継続的に発展してきたことが，「多元的で分裂的な社会構造に対して統
合の原動力を与えてきた」 （コタリ 1999, 193)ことは確かであろう 。さまざま
33) 高橋和之「『国民内閣制』再論（上）」ジュリスト1136号 (1998年）65頁。
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な社会的格差や不平等があるからこそ「参加」と参加を求める不断の動きが存
在するということができるのかもしれない。しかし，多様な階層と地域の代表
で構成される国会の活動が，必ずしも統合のベクトルを示してきたとは言い難
い。また，制度的な媒介なしに国民に直接訴えるという手法，実力行使，政治
的暴力に訴えるという手法が用いられたりもしてきた34)。議会の審議機能と政
府・行政への監視機能の低下が指摘され続けている35¥
インドは，「ヨーロッパの過去であると同時に未来でもある」（グハ 20126,
520)。換言すれば「日本の過去であると同時に未来でもある」といえるものが
あるように思われる。宗教，言語，カーストといった要素で社会が分断される
のではなく，その多様性に基づく多面性を政治空間に生かし，深化させる課題
をインドの議会制度はかかえている。民意を国政に汲み取ることのできないシ
ステムは，「構造的暴力」の内在化とも評価されよう 36)。インドの代表制は，
議会政のみにかぎってみても分権化，重層化している。さらに，その民主主義
は，国家機関のみならず公共機関，幅広い公共活動との間に，相互の批判，競
争，さらには協カ・協働という多様で多元的な関係を構築する可能性を有して
いる。また，それは，国会，裁判所などのダイナミズムを正統化するとともに，
非国家部門をも「公共性」の担い手として認識し，多様な人々の間での合意を
形成するための公共的空間を創出しうる理念を含んでいることに最大の意義を
もっているのではないだろうか（佐藤 1998,284) 37) 0 
34) 中溝和弥「インド：暴力と民主主義一ー一党優位支配の崩壊とアイデンテイティ
の政治』 (2012年，東京大学出版会）。
35) グハによれば，憲法制定後最初の20年間が「多かれ少なかれ憲法的民主主義であ
り，法律はしかるべき熟議を経て通過し制定された」（グハ 2012b,415)。
36) 本文で述べた内容をふまえない，リーダーシップ論，「強い政府」論はかかる危
険性を学むだろう。
37) 近藤則夫は，「つぎはぎだらけの雑然とした」民主主義体制の現実性と当面の可
能性を積極的に評価する（近藤 2009,28)。また，田辺明生は，より普遍化した
「ヴァナキュラー・デモクラシー」として論じている（同「カーストと平等性ー一
インド社会の歴史人類学』(2010年，東京大学出版会）。
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